






Type Thesis or Dissertation
Textversionnone
Kyoto University
 （ 続紙 １ ）                             






















































































 （続紙 ２ ）                            
 
（論文審査の結果の要旨） 
本論文は、内閣総理大臣が、国民、国会そして行政各部へと連なる民主的正統性
の連鎖において「扇の要」としての地位を占めるという理解に基づいて、内閣総理
大臣の権限、内閣の運営の在り方及び内閣と行政各部の関係について本格的な考察
を加え、内閣機能の強化と内閣総理大臣の主導性の確保の観点から一貫した憲法解
釈論を構築するものであり、当該分野における卓越した水準の業績であると評価し
得る。 
 第一に、本論文は、議院内閣制の母国であるイギリス及びわが国の公法学に強い
影響を及ぼしてきたドイツを対象とし、首相・宰相の地位及び権限、とりわけ閣議
主宰権、行政組織編制権及び人事権等について、不文法や慣行を含めて丁寧に調
査・分析を行い、内閣及び首相・宰相に関する両国の実質的意味での憲法を明らか
にするとともに、首相・宰相の補助機構の在り方等について考察の対象を広げ、首
相・宰相による法的権限の行使を可能とする組織的・人的条件についても解明して
いる。こうした点については、これまでわが国の憲法学において研究の蓄積が十分
でないところであり、比較憲法研究の観点から、高く評価されるべきものである。 
 第二に、本論文は、このような比較憲法研究を基礎として、わが国の内閣総理大
臣の地位及び権限を丹念に分析し、国務大臣の任免権等、内閣の組織編制において
内閣総理大臣の優位が認められるものの、内閣の運営や行政各部に対する権限につ
いては脆弱であり、その強化が必要であることを説得的に論じ、そのために一貫し
た形で憲法解釈論を展開している点において、極めて重要な意義が認められる。 
 とりわけ、内閣総理大臣の主導性を阻害し、内閣による統一的な政策形成を妨げ
る要因として、閣議の議決方式に着目し、憲法解釈学的考察を加えている点が高く
評価される。わが国の憲法学の通説は、閣議における全員一致制を憲法６６条３項
に定められる内閣の連帯責任に基づくものであると解しているが、本論文は、美濃
部達吉をはじめとする憲法学説史の綿密な検討を通じて、このような解釈が各省大
臣を行政権行使の最高責任者と位置付ける考え方に基づくものであることを鮮やか
に描き出すとともに、イギリスとの比較憲法的考察に基づいて、通説による連帯責
任の理解がわが国に特殊なものであることを明らかにしている。このような歴史的
及び比較法的手法を駆使した緻密な論理展開が、本論文による通説批判の説得力を
高めている。 
 第三に、本論文は、総論的な議論に止まることなく、わが国における内閣と行政
各部の関係に関する各論的な検討を行い、とりわけ、内閣の基本政策の機動的な実
施を確保するために、憲法上、行政組織編制権を国会と内閣の共管事項と解すべき
であると主張する点が注目に値する。わが国の憲法学説及び実務においては、いわ
 
 ゆる行政組織法定主義が広く受け入れられているところであるが、本論文は、この
ようなわが国の解釈・運用が比較憲法上例外的であることを示すとともに、通説の
論拠を丁寧に検討し、その問題点を明らかにするものであり、行政組織の編制に関
する憲法解釈論の深化に大きな貢献を果たすものと評価することができる。 
 さらに、第四に、本論文においては、内閣及び内閣総理大臣の補佐機構の充実
や、国家公務員法の改正に関連して公務員人事の在り方について積極的な提言が行
われており、憲法典の解釈のみならず、憲法附属法の在り方をも射程に入れた広い
視野から議論が展開されている点について、高く評価することができる。 
 もっとも、本論文においては、内閣総理大臣と与党との関係について詳細な分析
が行われているわけではなく、現実の政治過程において内閣総理大臣がどのように
すればその主導性を発揮することが可能となるかという論点に対する考えが必ずし
も明確にされていない憾みがある。また、内閣の機能強化を図る際には、権力の抑
制と均衡の観点から、司法審査をはじめとする内閣の権限行使に対する統制の在り
方についても考察する必要があるが、この点について具体的な検討が行われている
わけでもない。しかし、前者については、本論文が行政権の在り方に関する憲法論
に主軸を置いたことによるものであって、その理論的価値を減ずるものではなく、
また後者についても、統治機構全体を考察する中で今後検討が深められていくこと
が十分に期待される。 
 以上の理由により、本論文は、わが国における内閣及び内閣総理大臣に関する憲
法解釈論の理論的水準を高める優れた業績であり、博士（法学）の学位を授与する
に相応しいものと認められる。また、平成２６年１２月１５日に調査委員３名が論
文内容とそれに関連した試問を行った結果、合格と認めた。 
なお、本論文は、京都大学学位規程第１４条第２項に該当するものと判断し、公
表に際しては、当該論文の全文に代えてその内容を要約したものとすることを認め
る。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
